
議案第１９号 

 

令和５年度白岡市国民健康保険特別会計予 算 

 

令和５年度白岡市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 4,632,573 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期

間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、200,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

⑴ 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

 

令和５年２月１６日提出 

 

白岡市長 藤井 栄一郎 
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金          額款

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

（単位：千円）歳 入

項

国 民 健 康 保 険 税1 816,777

国 民 健 康 保 険 税1 816,777

国 庫 支 出 金2 1

国 庫 補 助 金1 1

県 支 出 金3 3,312,612

県 補 助 金1 3,312,611

財 政 安 定 化 基 金 交 付 金2 1

財 産 収 入4 100

財 産 運 用 収 入1 100

繰 入 金5 483,724

他 会 計 繰 入 金1 215,544

基 金 繰 入 金2 268,180

繰 越 金6 10,000

繰 越 金1 10,000

諸 収 入7 9,359

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料1 9,003

預 金 利 子2 1

雑 入3 355

4,632,573歳              入              合              計
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金 額款

（単位：千円）歳 出

項

1 総 務 費 30,105

総 務 管 理 費 1 20,199

徴 収 費 2 8,574

運 営 協 議 会 費 3 800

趣 旨 普 及 費 4 532

2 保 険 給 付 費 3,270,949

療 養 諸 費 1 2,848,583

高 額 療 養 費 2 409,624

移 送 費 3 2

出 産 育 児 諸 費 4 7,984

葬 祭 諸 費 5 4,250

傷 病 手 当 金 6 506

3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,231,052

医 療 給 付 費 分 1 807,120

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 2 322,002

介 護 納 付 金 分 3 101,930

4 共 同 事 業 拠 出 金 2

共 同 事 業 拠 出 金 1 2

5 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1 1

6 保 健 事 業 費 83,559

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 1 57,148

保 健 事 業 費 2 26,411

7 基 金 積 立 金 100

基 金 積 立 金 1 100

8 公 債 費 2
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金          額款

（単位：千円）

項

公 債 費 18 公 債 費 1

財 政 安 定 化 基 金 償 還 金 2 1

9 諸 支 出 金 6,803

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1 6,802

延 滞 金 2 1

10 予 備 費 10,000

予 備 費 1 10,000

4,632,573歳              出              合              計
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（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額 

高額療養費支給処理システムサポート・ハードサ

ポート業務委託 

令和５年度から 

令和６年度まで 

高額療養費支給処理システムサポート・ハードサポート業務を

委託するために要する額 

コクホライン・調交システム保守業務委託
令和５年度から 

令和６年度まで 

コクホライン・調交システム保守業務を委託するために要する

額 

税関連及び住民基本台帳関連等システムアウト

ソーシング処理業務委託（国保税分）

令和５年度から 

令和６年度まで 

税関連及び住民基本台帳関連等システムアウトソーシング処理

業務（国保税分）を委託するために要する額 

特定健康診査パンフレット作成業務 
令和５年度から 

令和６年度まで 
特定健康診査パンフレット作成業務に要する額 

特定保健指導業務委託 
令和５年度から 

令和６年度まで 
特定保健指導業務を委託するために要する額 

国民健康保険診療報酬明細書点検業務委託 
令和５年度から 

令和６年度まで 

国民健康保険診療報酬明細書点検業務を委託するために要する

額 

国民健康保険総合健康診断助成事業 
令和５年度から 

令和６年度まで 
国民健康保険総合健康診断助成事業に要する額 

特定健康診査受診率向上対策事業に係る業務委

託 

令和５年度から 

令和６年度まで 

特定健康診査受診率向上対策事業に係る業務を委託するために

要する額 

第 ２ 表 債 務 負 担 行 為
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令 和 ５ 年 度 
 

 

 

 

 

白岡市国民健康保険特別会計予算に関する説明書  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



款 比     較前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

本 年 度 予 算 額 構   成   比   ％

1 国 民 健 康 保 険 税 837,253 △20,476816,777 17.6

2 国 庫 支 出 金 1 01 0.0

3 県 支 出 金 3,258,962 53,6503,312,612 71.5

4 財 産 収 入 100 0100 0.0

5 繰 入 金 426,593 57,131483,724 10.5

6 繰 越 金 10,000 010,000 0.2

7 諸 収 入 9,359 09,359 0.2

歳     入     合     計 4,632,573 4,542,268 90,305 100.0
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地 方 債

本年度予算額 比 較前年度予算額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

歳 出

構成比%

1 28,911 1,19430,105 30,105総 務 費 0.7

3,258,3372 3,219,816 51,1333,270,949 12,612保 険 給 付 費 70.6

3 1,192,505 38,5471,231,052 1,231,052国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 26.6

4 2 02 2共 同 事 業 拠 出 金 0.0

5 1 01 1財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 0.0

54,2746 84,126 △56783,559 29,285保 健 事 業 費 1.8

1007 100 0100基 金 積 立 金 0.0

8 2 02 2公 債 費 0.0

9 6,805 △26,803 6,803諸 支 出 金 0.1

10 10,000 010,000 10,000予 備 費 0.2

歳     出     合     計 4,632,573 4,542,268 90,305 3,312,611 100 1,319,862 100.0
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1  国民健康保険税

２　歳　入

（単位：千円）国民健康保険税1国民健康保険税（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

528,433医療給付費分現年1837,198一般被保険者国民1 △20,440816,758 528,433医療給付費分現年課税分

課税分健康保険税

211,306後期高齢者支援金2 211,306後期高齢者支援金分現年課税分

分現年課税分

60,841介護納付金分現年3 60,841介護納付金分現年課税分

課税分

10,453医療給付費分滞納4 10,453医療給付費分滞納繰越分

繰越分

4,152後期高齢者支援金5 4,152後期高齢者支援金分滞納繰越分

分滞納繰越分

1,573介護納付金分滞納6 1,573介護納付金分滞納繰越分

繰越分

1医療給付費分現年155退職被保険者等国2 △3619 1医療給付費分現年課税分

課税分民健康保険税

1後期高齢者支援金2 1後期高齢者支援金分現年課税分

分現年課税分

1介護納付金分現年3 1介護納付金分現年課税分

課税分

9医療給付費分滞納4 9医療給付費分滞納繰越分

繰越分

4後期高齢者支援金5 4後期高齢者支援金分滞納繰越分

分滞納繰越分

3介護納付金分滞納6 3介護納付金分滞納繰越分

繰越分
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（単位：千円）国民健康保険税1国民健康保険税（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

△20,476837,253816,777計

国庫補助金（項） 1国庫支出金（款） 2

1災害臨時特例補助11災害臨時特例補助1 01 1災害臨時特例補助金

金金

011計

県補助金（項） 1県支出金（款） 3

3,257,831普通交付金13,258,961保険給付費等交付1 53,6503,312,611 3,257,831普通交付金

金

54,780特別交付金2 54,780特別交付金

53,6503,258,9613,312,611計

財政安定化基金交付金（項） 2県支出金（款） 3

1財政安定化基金交11財政安定化基金交1 01 1財政安定化基金交付金

付金付金

011計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 4

100利子及び配当金1100利子及び配当金1 0100 100国民健康保険財政調整基金利子

0100100計

他会計繰入金（項） 1繰入金（款） 5

96,295保険基盤安定繰入1218,266一般会計繰入金1 △2,722215,544 96,295保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

金（保険税軽減分

）
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5  繰入金

（単位：千円）他会計繰入金1繰入金（款） 5 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

67,624保険基盤安定繰入2 67,624保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

金（保険者支援分

）

30,105職員給与費等繰入3 30,105職員給与費等繰入金

金

5,320出産育児一時金繰4 5,320出産育児一時金繰入金

入金

14,000財政安定化支援事5 14,000財政安定化支援事業繰入金

業繰入金

2,200未就学児均等割保7 2,200未就学児均等割保険税繰入金

険税繰入金

△2,722218,266215,544計

基金繰入金（項） 2繰入金（款） 5

268,180国民健康保険財政1208,327国民健康保険財政1 59,853268,180 268,180国民健康保険財政調整基金繰入金

調整基金繰入金調整基金繰入金

59,853208,327268,180計

繰越金（項） 1繰越金（款） 6

10,000前年度繰越金110,000前年度繰越金1 010,000 10,000前年度繰越金

010,00010,000計

延滞金、加算金及び過料（項） 1諸収入（款） 7

9,000一般被保険者延滞19,001延滞金1 09,001 9,000一般被保険者延滞金

金
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（単位：千円）延滞金、加算金及び過料1諸収入（款） 7 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

1退職被保険者等延2 1退職被保険者等延滞金

滞金

1一般被保険者加算12加算金2 02 1一般被保険者加算金

金

1退職被保険者等加2 1退職被保険者等加算金

算金

09,0039,003計

預金利子（項） 2諸収入（款） 7

1預金利子11預金利子1 01 1預金利子

011計

雑入（項） 3諸収入（款） 7

1滞納処分費11滞納処分費1 01 1滞納処分費

300一般被保険者第三1300一般被保険者第三2 0300 300一般被保険者第三者納付金

者納付金者納付金

1退職被保険者等第11退職被保険者等第3 01 1退職被保険者等第三者納付金

三者納付金三者納付金

50一般被保険者返納150一般被保険者返納4 050 50一般被保険者返納金

金金

1退職被保険者等返11退職被保険者等返5 01 1退職被保険者等返納金

納金納金

2雑入12雑入6 02 1雑入

1指定公費負担医療分

－ 120 －



7  諸収入

（単位：千円）雑入3諸収入（款） 7 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

0355355計
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1  総務費

３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 18,589 16,984 1,605 18,589 1報 酬 4,684 共同電算処理事業 4,569

費 被保険者証更新事業 4,524
3職 員 手 当 等 909 一般事務経費 9,496

4共 済 費 866

8旅 費 241

10需 用 費 745

11役 務 費 3,869

12委 託 料 7,168

13使 用 料 及 び 103

賃 借 料

18負担金､補助 4

及 び 交 付 金

2連合会負 1,610 1,573 37 1,610 18負担金､補助 1,610 埼玉県国民健康保険団体連合会会

担金 及 び 交 付 金 費負担金 1,610

計 20,199 18,557 1,642 20,199

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費

1賦課徴収 8,574 9,291 △717 8,574 1報 酬 85 国民健康保険税賦課徴収事業 8,574

費
8旅 費 15

10需 用 費 1,553
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（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

11役 務 費 3,074

12委 託 料 3,847

計 8,574 9,291 △717 8,574

（款） 1 総務費 （項） 3 運営協議会費

1運営協議 800 566 234 800 1報 酬 594 国民健康保険運営協議会運営事業 800

会費
8旅 費 133

10需 用 費 10

11役 務 費 31

18負担金､補助 32

及 び 交 付 金

計 800 566 234 800

（款） 1 総務費 （項） 4 趣旨普及費

1趣旨普及 532 497 35 532 10需 用 費 532 趣旨普及事業 532

費

計 532 497 35 532

（款） 2 保険給付費 （項） 1 療養諸費

1一般被保 2,821,329 2,790,296 31,033 2,821,329 18負担金､補助 2,821,329 医療給付事業 2,821,329

険者療養 及 び 交 付 金

給付費
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2  保険給付費

（款） 2 保険給付費 （項） 1 療養諸費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

2退職被保 100 100 0 100 18負担金､補助 100 医療給付事業 100

険者等療 及 び 交 付 金

養給付費

3一般被保 20,645 20,512 133 20,645 18負担金､補助 20,645 医療費支給事業 20,644

険者療養 及 び 交 付 金 特別療養費支給事業 1

費

4退職被保 11 11 0 11 18負担金､補助 11 医療費支給事業 10

険者等療 及 び 交 付 金 特別療養費支給事業 1

養費

5審査支払 6,498 6,618 △120 6,120 378 12委 託 料 6,498 診療報酬明細書審査事業 6,498

手数料

計 2,848,583 2,817,537 31,046 2,848,205 378

（款） 2 保険給付費 （項） 2 高額療養費

1一般被保 408,823 385,805 23,018 408,823 18負担金､補助 408,823 高額療養費支給事業 408,823

険者高額 及 び 交 付 金

療養費

2退職被保 100 100 0 100 18負担金､補助 100 高額療養費支給事業 100

険者等高 及 び 交 付 金

額療養費

3一般被保 700 700 0 700 18負担金､補助 700 高額介護合算療養費支給事業 700

険者高額 及 び 交 付 金

介護合算

療養費

4退職被保 1 1 0 1 18負担金､補助 1 高額介護合算療養費支給事業 1
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（款） 2 保険給付費 （項） 2 高額療養費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

険者等高 及 び 交 付 金

額介護合

算療養費

計 409,624 386,606 23,018 409,624

（款） 2 保険給付費 （項） 3 移送費

1一般被保 1 1 0 1 18負担金､補助 1 一般被保険者移送費支給事業 1

険者移送 及 び 交 付 金

費

2退職被保 1 1 0 1 18負担金､補助 1 退職被保険者等移送費支給事業 1

険者等移 及 び 交 付 金

送費

計 2 2 0 2

（款） 2 保険給付費 （項） 4 出産育児諸費

1出産育児 7,980 10,920 △2,940 7,980 18負担金､補助 7,980 出産育児一時金支給事業 7,980

一時金 及 び 交 付 金

2審査支払 4 6 △2 4 12委 託 料 4 出産育児一時金直接支払事務委託

手数料 事業 4

計 7,984 10,926 △2,942 7,984

（款） 2 保険給付費 （項） 5 葬祭諸費

1葬祭費 4,250 4,250 0 4,250 18負担金､補助 4,250 葬祭費支給事業 4,250
及 び 交 付 金
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2  保険給付費

（款） 2 保険給付費 （項） 5 葬祭諸費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

計 4,250 4,250 0 4,250

（款） 2 保険給付費 （項） 6 傷病手当金

1傷病手当 506 495 11 506 18負担金､補助 506 傷病手当金支給事業 506

金 及 び 交 付 金

計 506 495 11 506

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 1 医療給付費分

1一般被保 807,110 789,586 17,524 807,110 18負担金､補助 807,110 一般被保険者医療給付費分 807,110

険者医療 及 び 交 付 金

給付費分

2退職被保 10 29 △19 10 18負担金､補助 10 退職被保険者等医療給付費分 10

険者等医 及 び 交 付 金

療給付費

分

計 807,120 789,615 17,505 807,120

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 2 後期高齢者支援金等分

1一般被保 321,997 289,567 32,430 321,997 18負担金､補助 321,997 一般被保険者後期高齢者支援金等

険者後期 及 び 交 付 金 分 321,997

高齢者支

援金等分

2退職被保 5 15 △10 5 18負担金､補助 5 退職被保険者等後期高齢者支援金

険者等後 及 び 交 付 金 等分 5

期高齢者

支援金等
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（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 2 後期高齢者支援金等分 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

分

計 322,002 289,582 32,420 322,002

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 3 介護納付金分

1介護納付 101,930 113,308 △11,378 101,930 18負担金､補助 101,930 介護納付金分 101,930

金分 及 び 交 付 金

計 101,930 113,308 △11,378 101,930

（款） 4 共同事業拠出金 （項） 1 共同事業拠出金

1その他共 2 2 0 2 18負担金､補助 2 退職者医療共同事業事務費拠出金

同事業事 及 び 交 付 金 納付事業 2

務費拠出

金

計 2 2 0 2

（款） 5 財政安定化基金拠出金 （項） 1 財政安定化基金拠出金

1財政安定 1 1 0 1 18負担金､補助 1 財政安定化基金拠出金 1

化基金拠 及 び 交 付 金

出金

計 1 1 0 1

（款） 6 保健事業費 （項） 1 特定健康診査等事業費

1特定健康 57,148 57,086 62 41,036 16,112 1報 酬 57 特定健康診査等事業 57,148

診査等事

業費 8旅 費 15
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6  保健事業費

（款） 6 保健事業費 （項） 1 特定健康診査等事業費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

10需 用 費 1,755

11役 務 費 2,104

12委 託 料 53,184

18負担金､補助 33

及 び 交 付 金

計 57,148 57,086 62 41,036 16,112

（款） 6 保健事業費 （項） 2 保健事業費

1保健衛生 7,467 8,096 △629 3,788 3,679 10需 用 費 344 保健事業 456

普及費 医療費通知事業 2,222
11役 務 費 2,268 医療費適正化事業 2,989

糖尿病性腎症重症化予防対策事業 1,800
12委 託 料 2,955

13使 用 料 及 び 100

賃 借 料

18負担金､補助 1,800

及 び 交 付 金

2疾病予防 18,944 18,944 0 9,450 9,494 10需 用 費 44 総合健康診断助成事業 18,944

費
18負担金､補助 18,900

及 び 交 付 金

計 26,411 27,040 △629 13,238 13,173
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（款） 7 基金積立金 （項） 1 基金積立金 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1国民健康 100 100 0 100 24積 立 金 100 国民健康保険財政調整基金積立金 100

保険財政

調整基金

積立金

計 100 100 0 100

（款） 8 公債費 （項） 1 公債費

1利子 1 1 0 1 22償還金､利子 1 一時借入金利子 1
及 び 割 引 料

計 1 1 0 1

（款） 8 公債費 （項） 2 財政安定化基金償還金

1財政安定 1 1 0 1 22償還金､利子 1 財政安定化基金償還金 1

化基金償 及 び 割 引 料

還金

計 1 1 0 1

（款） 9 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金

1一般被保 6,500 6,500 0 6,500 22償還金､利子 6,500 保険税過誤納還付事業 6,500

険者保険 及 び 割 引 料

税還付金

2退職被保 100 100 0 100 22償還金､利子 100 保険税過誤納還付事業 100

険者等保 及 び 割 引 料

険税還付

金
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9  諸支出金

（款） 9 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

3償還金 1 3 △2 1 22償還金､利子 1 国庫支出金等返還事業 1
及 び 割 引 料

4一般被保 200 200 0 200 22償還金､利子 200 保険税過誤納還付加算金事業 200

険者保険 及 び 割 引 料

税還付加

算金

5退職被保 1 1 0 1 22償還金､利子 1 保険税過誤納還付加算金事業 1

険者等保 及 び 割 引 料

険税還付

加算金

計 6,802 6,804 △2 6,802

（款） 9 諸支出金 （項） 2 延滞金

1延滞金 1 1 0 1 21補 償 、 補 填 1 延滞金事務費 1
及 び 賠 償 金

計 1 1 0 1

（款） 10 予備費 （項） 1 予備費

1予備費 10,000 10,000 0 10,000 予備費 10,000

計 10,000 10,000 0 10,000
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給  与  費  明  細  書 
 

１ 特 別 職                                                                    （単位：千円） 

区   分 
職 員 数 

(人) 

給          与          費 
共 済 費 合   計 備   考 

報   酬 給   料 
期 末 手 当 
年間支給率(月分) 

通勤手当 計 

本年度 

長  等         
 

 

議  員         
 

 

その他の 

特別職 
１５ ５９４    ５９４  ５９４ 

 

 

計 １５ ５９４    ５９４  ５９４ 
 

 

前年度 

長  等         
 

 

議  員         
 

 

その他の 

特別職 
１５ ４０９    ４０９  ４０９ 

 

 

計 １５ ４０９    ４０９  ４０９ 
 

 

比  較 

長  等         
 

 

議  員         
 

 

その他の 

特別職 
０ １８５    １８５  １８５ 

 

 

計 ０ １８５    １８５  １８５ 
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２ 一 般 職 

⑴ 総 括                                                                      （単位：千円） 

区   分 
職 員 数 

(人) 

給        与        費 
共 済 費 合   計 備   考 

報   酬 給   料 職員手当 計 

本年度 
( １４) 

 
４，８２６  ９０９ ５，７３５ ８６６ ６，６０１ 

 

 

前年度 
( １４) 

 
４，７４６  ８９５ ５，６４１ ８３２ ６，４７３  

比  較 
(  ０) 

 
８０  １４ ９４    ３４  １２８ 

 

 

※ この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものを記載。 

※ （ ）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務することを要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し

短い職員で外書き。 

 

                                                                            （単位：千円） 

職員手当の内訳 

区   分 地 域 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 夜間勤務手当 休日勤務手当 期 末 手 当 

本  年  度       ９０９ 

前  年  度        ８９５ 

比     較        １４ 
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⑵ 給料及び職員手当の増減額の明細                                                           （単位：千円） 

区  分 増  減  額        増 減 事 由 別 内 訳                       説  明 備  考 

給  料  

給与改定による増減分 

 

 

 

  

その他の増減分 

 

 

 

  

職員手当    １４ 

制度改正等に伴う増減分 

 

 

１４ 期末手当 １４  

その他の増減分 
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 
（令和５年度に係る分）                                                        （単位：千円） 

事    項 限   度   額 

令和４年度末までの 

支 出（ 見 込 ）額 

令和５年度以降の 

支 出 予 定 額  

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源 

期   間 金 額 期   間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

高額療養費支給処理シ 

ステムサポート・ハー 

ドサポート業務委託 

高額療養費支給処理システムサポート 

・ハードサポート業務を委託するため 

に要する額 
  

令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額

に同じ 

執行経費 

の基準に 

基づき算出 

された額 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

コクホライン・調交シ 

ステム保守業務委託 

コクホライン・調交システム保守業務 

を委託するために要する額 
  

令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額

に同じ 

執行経費 

の基準に 

基づき算出 

された額 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

税関連及び住民基本台

帳関連等システムアウ

トソーシング処理業務

委託（国保税分） 

税関連及び住民基本台帳関連等システ

ムアウトソーシング処理業務（国保税

分）を委託するために要する額 
  

令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額

に同じ 
   

限度額

に同じ 

特定健康診査パンフレ 

ット作成業務 

特定健康診査パンフレット作成業務に

要する額 

 
  

令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

特定保健指導業務委託 特定保健指導業務を委託するために要

する額 

 
  

令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

国民健康保険診療報酬

明細書点検業務委託 

国民健康保険診療報酬明細書点検業務

を委託するために要する額 
  

令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 
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                                                        （単位：千円） 

事    項 限   度   額 

令和４年度末までの 

支 出（ 見 込 ）額 

令和５年度以降の 

支 出 予 定 額  

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源 

期   間 金 額 期   間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

国民健康保険総合健康 

診断助成事業 

国民健康保険総合健康診断助成事業に

要する額 
  

令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

特定健康診査受診率向

上対策事業に係る業務

委託 

特定健康診査受診率向上対策事業に係

る業務を委託するために要する額 
  

令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

 

（過年度に係る分）                                                           （単位：千円） 

事    項 限   度   額 

令和４年度末までの 

支 出（ 見 込 ）額 

令和５年度以降の 

支 出 予 定 額  

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源 

期   間 金 額 期   間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

高額療養費支給処理シ 

ステムサポート・ハー 

ドサポート業務委託 

高額療養費支給処理システムサポート 

・ハードサポート業務を委託するため 

に要する額 
  令和５年度 

限度額 

に同じ 

執行経費 

の基準に 

基づき算出 

された額 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

コクホライン・調交シ 

ステム保守業務委託 

コクホライン・調交システム保守業務 

を委託するために要する額 
  令和５年度 

限度額 

に同じ 

執行経費 

の基準に 

基づき算出 

された額 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

白岡市納税等コールセ

ンター運営業務委託 

白岡市納税等コールセンター運営業務

を委託するために要する額 令和４年度 1,911 
令和５年度から 

令和６年度まで 

限度額から 

左の額を差 

し引いた額 

   

令和５年度 

以降の支出 

予定額に同じ 
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                                                        （単位：千円） 

事    項 限   度   額 

令和４年度末までの 

支 出（ 見 込 ）額 

令和５年度以降の 

支 出 予 定 額  

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源 

期   間 金 額 期   間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

特定健康診査パンフレ 

ット作成業務 

特定健康診査パンフレット作成業務に

要する額 
  令和５年度 

限度額 

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

特定保健指導業務委託 特定保健指導業務を委託するために要

する額 
  令和５年度 

限度額 

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

国民健康保険診療報酬 

明細書点検業務委託 

国民健康保険診療報酬明細書点検業務

を委託するために要する額 
  令和５年度 

限度額 

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

国民健康保険総合健康 

診断助成事業 

国民健康保険総合健康診断助成事業に 

要する額 
  令和５年度 

限度額 

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

特定健康診査受診率向

上対策事業に係る業務

委託 

特定健康診査受診率向上対策事業に係

る業務を委託するために要する額 
  令和５年度 

限度額 

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 

データヘルス計画・特

定健診等実施計画策定

業務 

データヘルス計画・特定健診等実施計

画策定業務に要する額 
  令和５年度 

限度額 

に同じ 

保険給

付費等

交付金 

  

限度額か

ら左の特

定財源を

除いた額 
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